平 成 ２３ 年 度

介　護　保　険　年　報

茨城県保健福祉部長寿福祉課
主な用語の説明及び留意事項

【用語解説】

Ⅰ　基本的な用語
1 被保険者

市町村の区域内に住所を有する人のうち，４０歳以上の人がその市町村の介護保険の被保険者となる（ただし，一部住所地の特例が適用される場合もある）。被保険者は，年齢により第１号被保険者（６５歳以上）と第２号被保険者（４０歳以上６５歳未満の医療保険加入者）にわけられ，サービスを受ける条件や保険料の算定・納付方法が異なっている。

2 所得段階別

第１号被保険者の保険料は負担能力に応じた負担を求めるという観点から，原則として，第１段階から第６段階までの所得段階別に定額となっている。

	段 階
	対 象 者
	保 険 料 率

	第１段階
	市町村民税世帯非課税の老齢福祉年金受給者，

生活保護被保護者等
	基準額×０．５

	第２段階
	市町村民税世帯非課税で，公的年金等収入金額＋合計所得金額≦８０万円／年を満たす者
	基準額×０．５

	第３段階
	市町村民税世帯非課税で，第２段階対象者以外の者
	基準額×０．７５

	第４段階
	市町村民税本人非課税者等
	基準額×１

	第５段階
	市町村民税本人課税者で被保険者の合計所得金額が２００万円未満の者
	基準額×１．２５

	第６段階
	市町村民税本人課税者で被保険者の合計所得金額が２００万円以上の者
	基準額×１．５


3 要介護者

身体上又は精神上の障害があるために，入浴，排泄，食事などの日常生活における基本的な動作について，６ヵ月にわたり継続して常時介護が必要と見込まれる状態を要介護状態といい，要介護状態にあると認定された被保険者を要介護者という。

　要介護状態は要介護１～要介護５に区分されており，その区分に応じて居宅サービス・地域密着型サービス・施設サービスが提供される。
4 要支援者

身体上又は精神上の障害があるために，入浴，排泄，食事などの日常生活における基本的な動作について，６ヵ月にわたり継続して常時介護を要する状態の，軽減や悪化防止のために特に役立つ支援が必要と見込まれる状態，あるいは身体上または精神上の障害のために，６ヵ月にわたり継続して日常生活を営むうえで支障があると見込まれる状態を要支援状態といい，要支援状態にあると認定された被保険者を要支援者という。

要支援状態は要支援１～２に区分されており，その区分に応じて介護予防サービス・地域密着型介護予防サービスが提供される。

5 認定率

　第１号被保険者数に対する要介護（要支援）認定者数の割合。

Ⅱ　保険給付関係

①　居宅介護（介護予防）サービス

居宅サービスは在宅要介護者・要支援者に対するサービスであり，その費用は要介護度ごとの支給限度基準額内で９割が保険給付される。

なお，特定施設入所者生活介護は支給限度額管理されず，居宅介護支援は基準額全額（基準額を下回る場合には実際の費用の全額）が支給される。

（1） 訪問サービス（訪問介護，訪問入浴介護，訪問看護，訪問リハビリテーション）

（2） 通所サービス（通所介護，通所リハビリテーション）

（3） 短期入所サービス（短期入所生活介護及び短期入所療養介護）

（4） 福祉用具貸与

（5） 福祉用具購入費

（6） 住宅改修費

（7） その他の単品サービス（居宅療養管理指導，特定施設入居者生活介護，介護予防支援・居宅介護支援）

②　地域密着型介護（介護予防）サービス

　　　地域密着型サービスは，高齢者が中重度の要介護状態となっても，可能な限り住み慣れた地域で生活を継続できるようにするため，身近な市町村で提供されるサービスであり，原則として市町村の住民だけが利用できる。その費用は要介護度ごとの支給限度基準額内で９割が保険給付される。

　　　なお，認知症対応型共同生活介護（短期利用を除く），地域密着型特定施設入居者生活介護及び地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護は，支給限度額管理が適用されない。

　　（ア）夜間対応型訪問介護

（イ）認知症対応型通所介護

（ウ）小規模多機能型居宅介護

（エ）認知症対応型共同生活介護

（オ）地域密着型特定施設入居者生活介護

（カ）地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護

③　施設介護サービス

施設サービスは，介護保険施設に入所している要介護者に対するサービスであり，次の３種類の施設ごとに区分している。その費用は介護サービス費用の基準額の９割が支給される（食費・居住費は自己負担）。

（ア）介護老人福祉施設

（イ）介護老人保健施設

（ウ）介護療養型医療施設

④　特定入所者介護（介護予防）サービス費

低所得の要介護者が介護保険施設に入所したときや短期入所サービスを利用したときの食費・居住費（滞在費）について，負担限度額を超えた基準費用額の上限までが補足給付として支給される。（補足給付の対象者は，利用者負担段階の第１段階・第２段階・第3段階に該当する者）

⑤　高額介護（介護予防）サービス費

要介護者や要支援者が１ヶ月に支払った利用者負担が世帯合計で一定の上限額を超えたときに超えた分が申請により払い戻される。限額は通常の場合３７，２００円、低所得者には負担が過重にならないように軽減された上限額（２４，６００円，１５，０００円）が設定される。

⑥高額医療合算介護サービス費

　　　医療保険の患者負担と介護保険の自己負担の両方が発生している場合に，合計額に年額での上限額を設け，負担を軽減する制度。

⑦　審査支払手数料

各市町村は審査支払事務を国民健康保険団体連合会へ委託しており，この委託に係る経費をいう（介護保険では「審査支払件数×９５円」）。

Ⅲ　保険料の関係
1 特別徴収

特別徴収は老齢基礎年金をはじめとした老齢退職年金給付を対象に，その年の４月１日段階での年金額が年額１８万円（月額１５，０００円）以上である場合に行われる。

2 普通徴収

市町村の個別徴収による保険料の徴収方法で特別徴収の対象とならない者が対象となる。

3 保険料

市町村は，介護給付費等その他の介護保険事業の費用をまかなうために，第１号被保険者から保険料を徴収する。保険料は政令で定める基準に従って，市町村ごとに算定される保険料率によって決められる。

Ⅳ　収支関係
1 介護保険特別会計

　　介護保険の保険者である各市町村は，介護保険特別会計を設けることとされており，特に指定居宅介護支援事業等の運営を保健福祉事業（保険料を財源とする事業）として行う市町村は「保険事業勘定」と「介護サービス事業勘定」に区分しなければならない。

2 介護保険の費用負担

介護保険制度では介護給付及び予防給付に要する費用（以下「介護給付費」という。）の５０％は公費負担で，残りの５０％が被保険者の負担となる。



· 国費（２５％）のうち５％は，市町村の後期高齢者比率や所得水準に応じて調整交付金として交付される。（市町村ごとに調整率が異なる）

3 財政安定化基金貸付金

市町村が通常の努力を行ってもなお生じる保険料未納や予想を超える給付費の伸びによる財政不足については，県が設置（財源は国・県・市町村で１／３ずつ）する財政安定化基金から資金の交付・貸付を受けることができる。

4 介護給付費準備基金繰入金

介護保険財政は３年間を単位に運営することから，単年度の保険料の剰余分を基金に積み立て，次年度以降の給付費に充当することとしている。

高齢者福祉圏

	圏域名
	圏域内市町村名

	水戸福祉圏（1～6）
	１水戸市　２笠間市　３小美玉市

４茨城町　５大洗町　６城里町

	日立福祉圏（7～9）
	７日立市　８高萩市　９北茨城市

	常陸太田・ひたちなか福祉圏

（10～15）
	10常陸太田市　11ひたちなか市　

12常陸大宮市　13那珂市　14東海村

15大子町

	鹿行福祉圏（16～20）
	16鹿嶋市　17潮来市　18神栖町　

19行方市　20鉾田市

	土浦福祉圏（21～23）
	21土浦市　22石岡市　

23かすみがうら市

	つくば福祉圏（24～26）
	24常総市　25つくば市

26つくばみらい市

	取手・龍ケ崎福祉圏（27～35）
	27龍ケ崎市　28取手市　29牛久市

30守谷市　31稲敷市　32美浦村

33阿見町　34河内町　35利根町

	筑西・下妻福祉圏（36～40）
	36結城市　37下妻市　38筑西市　

39桜川市　40八千代町

	古河・坂東福祉圏（41～44）
	41古河市　42坂東市　43五霞町

44境町


国　　２５％　　（施設等給付費２０％）


県　　１２．５％（施設等給付費１７．５％）


市町村１２．５％
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第２号保険料





第１号保険料





年金からの特別徴収・市町村による普通徴収





医療保険の保険料として一括徴収
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